
 115 

厚⽣労働科学研究費補助⾦ 
（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業（健やか次世代育成総合研究事業）） 

 
分担研究報告書 

 

HTLV-1 ⺟⼦感染予防法の科学的エビデンスの収集と 

標準化した指導法の確⽴と普及啓発 
 
 

分担研究者    宮沢 篤⽣  昭和⼤学医学部⼩児科学講座 講師 
関沢 明彦  昭和⼤学医学部産婦⼈科学講座 教授 
齋藤 滋   富⼭⼤学 学⻑ 
森内 浩幸  ⻑崎⼤学⼤学院医⻭薬学総合研究科 教授 
根路銘 安仁 ⿅児島⼤学医⻭学域医学系 教授 

研究協⼒者   板橋 家頭夫 昭和⼤学病院 特任教授 
井村 真澄  ⽇本⾚⼗字看護⼤学看護学部 教授 

 
 

研究要旨：  
 厚⽣労働科学研究班によるコホート研究ならびにメタ解析の結果をもとに、「HTLV-1 ⺟⼦感
染予防対策マニュアル(2017)」における「⺟⼦感染予防のための乳汁選択」改訂の必要性につ
いて検討した。3 か⽉以下の短期⺟乳栄養は完全⼈⼯栄養と⽐較して⺟⼦感染リスクに明らかな
差はないが、約 20%の⺟親が 4 か⽉時点で⺟乳栄養を中⽌できていない可能性がある。⺟乳栄
養が⻑期化することで⺟⼦感染リスクが増⼤する可能性があり、短期⺟乳栄養を選択肢とする
ためには、⺟親に対する乳房管理をはじめとした⽀援体制の整備が必須である。⺟⼦感染予防
ならびに⺟乳のメリット双⽅について⼗分に説明し、⺟親⾃⾝が栄養⽅法を選択できる体制の
整備、ならびに栄養⽅法に関わらず⺟親の選択を尊重し、⽀援する体制が必要と考えられた。 

Ａ.研究⽬的 
 厚⽣労働科学研究板橋班では 2017 年に「HTLV-1 ⺟⼦感染予防対策マニュアル」の改訂
を⾏い、キャリア妊婦に対しては「原則として完全⼈⼯栄養を勧める」ことが明記された。
研究班による「HTLV-1 抗体陽性妊婦からの出⽣児のコホート研究」では完全⼈⼯栄養と 3
か⽉未満の短期⺟乳栄養では⺟⼦感染リスクに明らかな差がないことが⽰されたが、短期⺟
乳栄養を選択した⺟親のうち、約 20%の⺟親が 4 か⽉時点で⺟乳栄養を中⽌できていない可
能性が⽰唆された。さらに、前研究班による⺟⼦感染に関するメタ解析においても、3 か⽉
以下の短期⺟乳栄養と完全⼈⼯栄養では⺟⼦感染率に明らかな差はないことが⽰されたが、6
か⽉以下の短期⺟乳栄養は完全⼈⼯栄養と⽐べて約 3 倍⺟⼦感染リスクが⾼いことが⽰され
た。 
 本分担研究では、コホート研究ならびにメタ解析から得られたエビデンスをもとに、
「HTLV-1 ⺟⼦感染予防対策マニュアル」における「⺟⼦感染予防のための乳汁選択」改訂
の必要性について検証するとともに、各栄養⽅法を選択した⺟児に対する指導・⽀援の標準
化について検討することを⽬的とする。 
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Ｂ.研究⽅法 
1. コホート研究を含めた栄養⽅法による⺟⼦感染リスクに関するメタ解析（再解析） 
前研究班で⾏ったデータベースによる⽂献検索およびシステマティックレビューで抽出さ
れた10⽂献に加えて、前研究班のコホート研究の結果(Itabashi et al. Pediatr Int 2020)を統合
し、改めてメタ解析を実施した。メタ解析にはReview Manager Version 5.3. (Copenhagen: The 
Nordic Cochrane Centre, The Cochrane Collaboration, 2014)を使⽤した。 

 
2. コホート研究における「短期⺟乳栄養」群の検討 

「HTLV-1抗体陽性妊婦からの出⽣児のコホート研究」において、⺟体のWB法もしくは
PCR法が陽性であり、児に対して3歳時点で抗体検査が実施された313名のうち、⺟親が妊娠
中に「3か⽉以内の短期⺟乳栄養」を選択した172名について、児が出⽣したのちの実際の栄
養⽅法を解析した。 

 
3. 「⺟⼦感染予防のための乳汁選択」改訂に向けた課題（web会議） 
前研究班で得られた結果をもとに、「⺟⼦感染予防のための乳汁選択」改訂の必要性につい

て、産婦⼈科領域、⼩児科領域、内科領域、助産領域の有識者によるweb会議を開催し、研究
班としての⽅向性の検討ならびに課題の抽出を⾏った。 
 
【参加者】 

産婦⼈科：齋藤滋、関沢明彦、⼩出馨⼦ 
⼩児科：森内浩幸、根路銘安仁、板橋家頭夫、宮沢篤⽣ 
助産学：井村真澄 
内科：⼭野嘉久、⾼起良、内丸薫  （順不同・敬称略） 

 
Ｃ.研究結果 
1. コホート研究を含めた栄養⽅法による⺟⼦感染リスクに関するメタ解析（再解析） 

3 か⽉以下の短期⺟乳栄養と完全⼈⼯栄養による⺟⼦感染率を⽐較した後⽅視的研究 5 ⽂
献、前⽅視的研究 1 ⽂献を対象としたメタ解析では、3 か⽉以下の短期⺟乳栄養による⺟⼦
感染（⽣後 12 か⽉以上 15 歳未満での抗体検査陽性）のリスク⽐（対完全⼈⼯栄養）は 0.72 
(95%CI：0.30-1.77)であった（図 1）。⼀⽅で 6か⽉以下の短期⺟乳栄養と完全⼈⼯栄養を⽐
較した後⽅視的研究 4⽂献、前⽅視的研究 1⽂献を対象としたメタ解析の結果、⺟⼦感染の
リスク⽐（対⼈⼯栄養）は 2.91 (95%CI：1.69-5.03)であった。（図 2）。 

 

 
図 1 メタ解析の結果：短期⺟乳栄養（3 か⽉以下）と完全⼈⼯栄養の⽐較 
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図 2 メタ解析の結果：短期⺟乳栄養（6か⽉以下）と完全⼈⼯栄養の⽐較 
 
凍結解凍⺟乳栄養と完全⼈⼯栄養による⺟⼦感染率を⽐較した前⽅視的研究 3 ⽂献を対象

としたメタ解析では、凍結解凍⺟乳による⺟⼦感染率は 1.14（95%CI：0.20-6.50）であった。
凍結解凍⺟乳に関しては論⽂数、対象数が少ないことからエビデンスとしては不⼗分である。
また凍結解凍⺟乳の期間が短いことから、短期⺟乳による効果を⾒ている可能性も否定でき
ない。 
 

 
図 3 メタ解析の結果：凍結解凍⺟乳栄養と完全⼈⼯栄養の⽐較 
 
2. コホート研究における「短期⺟乳栄養」群の検討 

短期⺟乳栄養を選択した⺟親 172 名のうち、⽣後 1 か⽉、3 か⽉、6 か⽉時点で⺟乳栄養
を⾏っていたのはそれぞれ 84.3%(140/166)、33.5%(56/167)、7.8%(13/167)であった。短
期⺟乳栄養を選択した児の 3歳時点での HTLV-1抗体陽性は 4名であったが、この中に⽣後
6か⽉時点で⺟乳栄養を継続していた児は含まれなかった。 

⽣後 1 か⽉、3 か⽉、6か⽉時点での⺟乳栄養率をもとに作成した⼆次多項近似曲線を図 4
に⽰す。近似式から、⽣後 4 か⽉および 5か⽉時点での⺟乳栄養率はそれぞれ 18.2%、9.6%
と推定された。 

 
図 4 短期⺟乳栄養群における⺟乳栄養率の推移  

   近似式：y=3.3693x2-38.858x+119.83 (R2=1.0) 
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なお短期⺟乳群 172名のうち 60.5%(104名)は⿅児島県の⺟児であり、⿅児島県では 77%
の⺟親が短期⺟乳栄養を選択していた。⿅児島県と⿅児島以外の地域で⽉齢ごとの実際の栄
養⽅法を⽐較したところ、各⽉齢での⺟乳栄養率に統計学的な差は認められなかった（表 1）。 

 
表 1 ⿅児島県と⿅児島以外の地域における⺟乳栄養率 

 
 
 

3. 「⺟⼦感染予防のための乳汁選択」改訂に向けた課題（web 会議での検討） 
web 会議において以下の課題が抽出された。 

1) HTLV-1 ⺟⼦感染予防対策マニュアル改訂の必要性について 
� 現在のマニュアルではキャリア妊婦に対しては、原則として「完全⼈⼯栄養」を勧

めることが推奨されており、⺟親が強く⺟乳栄養を希望する場合に「3 か⽉以内の短
期⺟乳」もしくは「凍結解凍⺟乳」を提⽰するが、これらの栄養⽅法による⺟⼦感
染予防効果についてはエビデンスが不⼗分であることが記載されている。 

� 前研究班によるコホート研究は ITT 解析された質の⾼いエビデンスであるとともに、
メタ解析でも 3 か⽉以内の短期⺟乳栄養と完全⼈⼯栄養では⺟⼦感染リスクに差が
ないことが⽰されている。前研究班の研究成果を反映したかたちで、マニュアルの
改訂をすすめることが望ましい。 

2) 「3 か⽉以内の短期⺟乳栄養」容認の是⾮について 
� コホート研究では短期⺟乳を選択した⺟親のうち、結果的には 4 か⽉時点で⺟乳を
与え続けているケースが 20％程度存在する可能性を考えると、完全⼈⼯栄養と完全
に同列として良いのかについては慎重な議論が必要である。 

� 短期⺟乳栄養を容認するのであれば、3 か⽉で⺟乳栄養を終了するための⽀援体制が
必須であり、産科医から助産師・保健師・⼩児科医に引き継いでいく体制が必要で
ある。 

� 短期⺟乳と完全⼈⼯栄養に関して、⺟⼦感染率の違いだけに着⽬するのではなく、
「⺟乳栄養には乳幼児の発育過程において様々なメリットがあり、⺟親が⺟乳栄養
を希望することは⼀般的なことである」という⼟台から研究班としての⽅針を検証
していく必要がある。 

� 栄養⽅法の選択は医師が主導するのではなく、最終的には⺟親⾃⾝が選択すべきで
あり、⺟親の選択をサポートする必要がある。⺟親や家族が感染予防を重視する（完
全⼈⼯栄養）のか、⺟乳のメリットを重視する（短期⺟乳栄養）のかなど、⺟親が
判断するために必要な材料を準備する必要がある。短期⺟乳、完全⼈⼯栄養のいず
れであっても⺟親の選択をサポートする体制が必要である。 

� 栄養⽅法を説明する際に、短期⺟乳から⺟乳を中断することの難しさについても⼗
分説明する必要がある。⺟乳栄養が⻑期化した場合には感染リスクがあがるという
データを⽰したうえで、親が栄養法を選ぶのが本来のあるべき姿である。 

1か月 3か月 6か月

鹿児島県 87.1%  (88/101) 37.9%  (39/103) 6.9%  (7/102)

鹿児島県以外 86.2%  (56/65) 26.6%  (17/64) 9.2%  (6/65)

p-value 0.8565 0.1326 0.5776

全国 84.3%  (144/166) 33.5%  (56/167) 7.8%  (13/167)
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3) ⺟親に対する⽀援体制について 
� ⿅児島県では歴史的に短期⺟乳栄養を推奨してきたが、マニュアル変更後は短期⺟

乳栄養を選択する⺟親の数は減ってきている。短期⺟乳栄養を選択した⺟親に対す
るアンケートでは、短期⺟乳を選択した⺟親 174名中、⺟乳が⻑期化したのは 10名
であり、コホートのデータとは解離している。⿅児島では助産師外来で 2 か⽉⽬に
乳房のチェック、3 か⽉⽬に必ず断乳を確認している。助産師の乳房外来は現状では
⾃費診療になっている。 

� 医師による相談や助産師の乳房ケアに対する診療報酬や管理料が認められると医療
機関、⺟親の双⽅にとってメリットが⼤きい。 

� ⼈⼯乳を選択した⺟親に対しても、⺟⼦愛着形成を促すための指導・⽀援（⾚ちゃ
んの⽬を⾒て授乳する、しっかり抱っこする時間を⻑くする等）も重要である。 

 
Ｄ.考察 
 前研究班によるコホート研究ならびにメタ解析の結果から、3 か⽉以内の短期⺟乳栄養は
完全⼈⼯栄養と⽐較して⺟⼦感染率に明らかな差がないことが⽰されている。⼀⽅で、短期
⺟乳を選択した⺟親の⼀部は、⽣後 4 か⽉以降も⺟乳栄養を中⽌することができておらず、
メタ解析では 4 か⽉を超える⺟乳栄養は⺟⼦感染リスクを上昇させることが明らかになった。
これらの結果を踏まえたうえで、⺟⼦感染予防対策マニュアルにおける「⺟⼦感染予防のた
めの乳汁選択」改訂をすすめるのであれば、短期⺟乳栄養の位置づけをどの様に修正してい
くのか検証が必要と考えられる。短期⺟乳栄養の推奨レベルをあげるためには、短期⺟乳を
選択した⺟親に対する⽀援体制（乳房管理、断乳指導）の構築が必須である。乳汁栄養法の
選択においては、完全⼈⼯栄養による感染予防と⺟乳栄養が⺟児に与えるメリット双⽅のバ
ランスが重要である。キャリアと診断された⺟親に寄り添い、⺟親⾃⾝が栄養⽅法を選択す
るために必要な情報を適切に提供するとともに、いずれの栄養⽅法であっても⺟親の選択を
尊重し、サポートできる体制の構築が必要である。 
 
Ｅ.結論 

「⺟⼦感染予防対策マニュアル」改訂の必要性ならびに「短期⺟乳栄養」の推奨度変更に
ついては関連する学会・団体等と協働しながら検討を進めていく必要がある。また⺟親が選
択した栄養⽅法に関わらず指導の標準化ならびに⽀援体制の整備が必要であり、次年度研究
においても引き続き検討を続けていく。 
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